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１．研究計画の概要 
 この研究では，日本における所得格差・賃
金格差について以下の観点から分析を行う。 
１．所得格差・賃金格差の現状ならびに近年
の推移の把握ならびに国際比較 
２．所得格差・賃金格差の推移に関しての経
済学的説明 
３．所得格差・賃金格差是正のための政策的
対応とその評価 
以上の分析を総合して，所得格差ならびに賃
金格差是正のために望ましい経済政策を包
括的な観点から提案する。 
 
２．研究の進捗状況 
 過去 20 年間にわたる賃金格差の動向につ
いては Kambayashi, Kawaguchi and Yokoyama 
(2008)としてまとめられている。この研究で
は賃金構造基本調査の個票を用いて，日本に
おける賃金格差の時系列的な動向を記述し，
その変動要因を，労働者の構成変化，労働者
の属性（学歴・経験年数・勤続年数など）間
の賃金格差，同一の労働者の属性グループ内
の賃金格差に分解した。分析の結果，日本の
賃金分布はおおよそ安定的に推移している
ことが分かった。その中で，労働は属性間の
賃金格差，特に学歴間の賃金格差が縮小した
ものの，勤続年数の長い女性が増えてきたこ
となどによって，女性の中での賃金格差が拡
大していることなどが分かった。また，同一
学歴・同一経験年数など同一の属性を持つ労
働者の中での賃金格差が拡大する傾向にあ
ることも明らかになった。安定的に推移する
賃金分布の裏側で，様々な賃金分布の変化が
起こっていることを発見したことがこの論
文の貢献である。 
 Kambayashi, Kawaguchi and Yokoyama 

(2008)で明らかにされた学歴間賃金格差の
縮小の原因解明を目指し，賃金構造基本統計
調査や労働力調査のマイクロデータを用い
て現在研究を進めているところである。 
 また，賃金分布に影響を与えようとする政
策として代表的な政策は最低賃金政策であ
るが，Kawaguchi and Mori (2009)でその評
価を行っている。その結果，最低賃金は賃金
分布を圧縮する効果を持つものの，最低賃金
労働者には主婦パートや学生アルバイトが
多く含まれ必ずしも貧困世帯の構成員とは
言えないこと，雇用を減らしてしまう副作用
があること，が分かった。総合的にいって最
低賃金は貧困対策としては適切でない可能
性が示されたといえる。 
 
３．現在までの達成度 
①当初の計画以上に進展している。  
（理由）問題意識を共有し，高い分析能力を
有する研究協力者を得ることで，研究を効率
的に進めることができた。さらに，活発な議
論を行うことでより深い考察を経た高い質
の研究を行うことができたと感じている。当
初計画していた研究はほぼすべて終了して
おり，賃金格差の変動を需要供給のフレーム
ワークを用いて説明する作業を取りまとめ
る部分を残すのみとなっている。この作業に
ついても短期間のうちに終了できるめどが
すでに付いている。 
 
４．今後の研究の推進方策 
賃金格差の変動を需要供給のフレームワー
クを用いて説明する研究を平成 23 年度の早
い段階で取りまとめる。そのうえで各研究の
間のつながりを整理し，総論を取りまとめ，
今後の研究課題を整理する。 
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